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序　　　　　文

エジプト・アラブ共和国政府は、慢性的な貿易赤字を背景に、輸出振興を主要政策課題の 1 つ

として掲げています。同国政府は貿易に携わる人材育成強化をめざし、新規に貿易研修センター

（Foreign Trade Training Center：FTTC）の設立を計画し、1996 年 11 月に我が国に対し、プロ

ジェクト方式技術協力の要請を行いました。

これを受け、1997 年 9 月～ 10 月にかけ「中近東産業基盤育成基礎調査」が実施され、同プロジェ

クト方式技術協力も調査対象案件となりました。しかしながら、具体的建物建設計画、組織・人

員計画がなかったことなどから、プロジェクト方式技術協力としての実施は時期尚早と判断され

ました。

しかし、エジプト側の要望は強く、1999 年 4 月のムバラク大統領訪日の際にも、本件プロジェ

クトの実施について要請がなされ、「日本・エジプト・パートナーシップ・プログラム」に盛り込

まれることとなりました。

エジプト政府は、1999 年 5 月に修正を施した正式要請書を我が国に再提出し、同年 6 月には

FTTC の運営委員会設立に係る貿易供給省令を出しました。

我が国は、エジプト側の実施体制、具体的研修ニーズなどがいまだ不明確であることを考慮し、

本格的技術移転を行う前に、研修コース等を実施しつつ、研修ニーズの収集・分析と実施体制の

構築の支援を目的として、短期間（1 ～ 2 年程度）のプロジェクト方式技術協力（「第 1 フェーズ」）

を実施することを中心とするフェーズ分けの協力コンセプト案を検討してきました。

今次事前調査団は、要請背景、エジプト側体制の現状確認を行い、上述のフェーズ分けコンセ

プトについてエジプト側の理解を得るとともに、第 1 フェーズ実施に向けた今後の準備事項・日

程などの確認を行うことを目的として派遣されたものです。

本報告書は、同調査団の調査結果及び協議事項を取りまとめたものです。この場をお借りし、本

調査団の派遣にご協力いただいた日本・エジプト双方の関係各位に対し、深くお礼申し上げ、今

後も引き続きご支援いただけるよう併せてお願いしたいと思います。

1999 年 10 月

国際協力事業団　　
鉱 工 業 開 発 協 力 部　　

部長　林 　　典伸
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第 1 章　調査団の概要

1 － 1　調査団派遣の経緯と目的

エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」と記す）では、慢性的な貿易赤字の中、輸出振興が

主要政策の 1 つとなっている。同国貿易供給省は、輸出振興策の立案、推進に係る主幹官庁で、振

興策実施機関としてはエジプト輸出振興センター（EEPC）がある。さらに、貿易に係る人材育成

の強化を目的として、新たに貿易研修センター（FTTC）を設立することが構想され、1996 年 11

月、同センターの設立を支援するためのプロジェクト方式技術協力が我が国に要請された。

その後、1997 年 9 月～ 10 月にかけ実施した「中近東産業基盤育成基礎調査」において、同プロ

ジェクト方式技術協力は調査対象案件の 1 つとなった。先方の要請には貿易研修センターの設立

構想はあるものの、具体的建物建設計画、組織・人員計画及び技術移転の対象が不明確であるこ

とから、直ちにプロジェクト方式技術協力として検討するには時期尚早とされた。

しかし、先方の要望は高く、先方関係機関により、建物建設計画、予算計画等が徐々に立案さ

れた。一方、1999 年 4 月に訪日したエジプト大統領からも、本件プロジェクトの実施が要請され、

本件実施については「日本・エジプト・パートナーシップ・プログラム」にも盛り込まれたところ

である。

さらに、1999 年 5 月、修正された正式要請書が提出されるとともに、FTTC の年間計画の承認

等にあたるエジプト側ステアリングコミッティーの設立に係る貿易供給省令が 6 月に発せられた。

また、7 月には、サイトとして使用する予定である同国見本市公団敷地内の建物の改装工事を 1999

年 12 月までに終了させる旨の書簡が貿易供給大臣から我が方に接到した。

このような状況のもとで、エジプト側実施体制、貿易研修のターゲットグループ、ニーズ等が

未確定である現状を踏まえ、本格的な技術移転の実施に先立ち、研修・セミナーを行いつつ、ニー

ズの確認とエジプト側実施体制の構築に対する支援を行うための、1 ～ 2 年間程度のプロジェクト

方式技術協力（「第 1 フェーズ」という）から着手することとし、フェーズ分けの協力コンセプト

案を検討することとした。

今次事前調査では、日本におけるODA を取り巻く最近の情勢及び予算事情、プロジェクト方式

技術協力概要を先方に説明したうえで、プロジェクトの要請背景の確認、エジプト側実施体制の

現状確認等を行う。これらを踏まえ、フェーズ分けによる協力の全体コンセプトにつき先方の理

解を得たうえで、今年度の個別専門家受入れ（次頁注参照）及びプロジェクト方式技術協力第 1

フェーズ実施に向けたエジプト側への準備事項の確認及び申し入れ、今後の準備スケジュールの

確認等を行い、結果をミニッツに記載する。
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（注）1997 年 12 月から 1998 年 12 月まで、貿易供給省通商代表部に、本件プロジェクト方式技

術協力の立ち上げ準備を TOR の 1 つとした個別専門家が派遣されている。1999 年度も同

様の TOR による個別長期専門家が派遣される予定である。

1 － 2　主要調査事項

（1）プロジェクトの要請背景及び国家計画等における位置づけの確認

（2）プロジェクトの対象分野の現状・ニーズの確認

（3）プロジェクトの実施体制の確認

1）所轄官庁、関係機関

2）実施機関の予算、人員、施設整備状況、事業内容

（4）プロジェクト方式技術協力概要の説明

1）プロジェクト方式技術協力のコンセプト

2）PDM

3）評価 5 項目

（5）本件プロジェクト方式技術協力実施に係る我が方の「フェーズ分け」コンセプト案の提示と

確認

（6）今後の準備スケジュールの確認

1 － 3　調査団の構成
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1 － 5　主要面談者

〈エジプト側〉

（1）Ministry of Economy and Foreign Trade

Dr. Youssef Boutros-Ghali Minister

Mr. Sayed Elbous Minister Plenipotentiary,

Adviser to the Minister of Economy and Foreign

Trade

Ms. Amina Mahmoud Ghanem Economist ＆ Senior Assistant to the Minister

（2）Egyptian Export Promotion Center（EEPC）

Dr. Mohamed Hamdy Salem Executive Director

Mr. Mohye Akl Undersecretary

Mr. Ali Abdel Hamid Manager  o f  In te rna t iona l  Coopera t ion  Depar t -

ment

Mr. Ahmed Ragaee Training Manager

（3）General Organization for International Exhibitions ＆ Fairs

Mr. Mohamed Al Said Saleh Chairman

Mr. Ahmed El Afifi General Manager of Legal Affairs

（4）Commercial Representation

Mr. Alaa Khalil First Undersecretary of State,

Head of Commercial Representation

Mr. Mohsen Mohammed Nesseem Commercial Counsellor

〈日本側〉

（1）在エジプト日本国大使館

山下　善太郎 一等書記官

（2）JETRO カイロ事務所

野口　勝明 所長

（3）JICA エジプト事務所

竹内　喜久男 所長

不破　雅実 次長

佐藤　　仁 所員
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対処方針

ODA 全般
（1）日本のODA
を取り巻く最
近の情勢、予算
の動向

（2）プロジェク
ト方式技術協
力の現行スキー
ムの説明

調査・協議結果エジプト側要請内容
現状及び問題点等

調査・協議項目

・我が国のODA をめぐる
最近の情勢について説
明するとともに、適宜
意見交換を行い、ミ
ニッツに記載する。
・内外に対する広報の重
要性についても説明し、
先方の理解を得る。

・プロジェクト方式技術
協力のスキームについ
て説明し、理解を得る
とともに、下記につき
ミニッツに記載し、関
連資料を添付する。
・特に、プロジェクト方式
技術協力においては、3
本柱（専門家派遣、研修
員受入れ、機材供与）の
うち、専門家の技術移
転が中心となる旨を強
調する。
・プロジェクト方式技術
協力においては、PCM
手法に基づいて、計画
／運営／評価が実施さ
れることを別添ミニッ
ツ・Annex2 に基づき説
明し、プロジェクトの
運営管理のベースとな
る PDM、及びモニタリ
ング・評価の際の評価 5
項目について説明する。
・プロジェクトの運営管
理にあたっては、PDM
に基づいた定期的なモ
ニタリングを実施する
体制を作ることが重要
である旨を強調する。

・ODA 予算は引き続き厳
しい状況にあり、国会
や世論のODA に対する
姿勢も厳しさを一層増
していることから、よ
りフィージブルかつ持
続可能な援助を実施し
ていく必要がある旨を
説明し、ミニッツに記
載した。

・左記について説明し、理
解を得てミニッツに記
載した。

・左記について説明し、理
解を得てミニッツに記
載した。

・左記について、PCM 手
法導入の背景として、
投入重視から成果重視
への変化にも言及しつ
つ説明し、理解を得て
ミニッツに記載した。

・世論や議会のODA の効
果に対する疑問の声に
応えるため、定期的な
モニタリング／評価を
実施することが重要で
ある旨を説明し、理解
を得てミニッツに記載
した。

第 2 章　調査結果
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対処方針

1．エジプトにお
ける貿易セク
ターの現状

（1）国家計画等
における位置
づけの確認

（2）エジプト貿
易セクターの
現状

（3）他ドナーに
よる関連分野
の協力の現状

調査・協議結果エジプト側要請内容
現状及び問題点等

調査・協議項目

・1997 年 7 月より第4 次5 か年計画が
スタートしており、その中でエジプ
ト政府は経済改革政策のなかでも輸
出振興に高い優先度を置いている。

・大統領を座長とする輸出振興上級理
事会（High  Counc i l  f o r  Expo r t
Promotion）が設置されている。
・貿易供給省は1997 年から2017 年ま
での長期開発戦略「21 世紀のエジプ
ト：ビジョン 2017」において、輸出
振興策を打ち出している。

・エジプト側要請書によれば、エジプ
トの貿易セクターには以下のような
課題があるとされている。
（1）中小企業におけるマーケティン
グ能力の欠如

（2）情報、コミュニケーション、マー
ケティング等における技術の進歩
に合わせた輸出業者のパフォーマ
ンスの向上

（3）上記に係る専門研修機関の欠如
（4）効率的な研修プログラムを継続
的に運営管理する能力のある研修
指導者の欠如

（5）非効率的な輸出関連サービス
（輸出信用、梱包、品質管理、輸送
等）

・また、要請書によれば、繊維、食品
加工、建設資材、革製品、木工製品・
家具の 5 分野において、以下のター
ゲットグループにおいて人材育成の
ニーズがあるとされている。
1）中小企業
2）対象となる産業関連企業
3）輸出を行う可能性のある企業
4）貿易関連管轄機関

・USAID は、エジプト民間企業からの
出資と併せ、非営利組織 Egypt ian
Exporters Association （EEA）を設
立し、輸出関連業者を対象としたコ
ンサルタント業務を支援しているが、
本案件とのデマケが不明である。

・経済政策、国家開発計画
と本件プロジェクトの
整合性を確認し、要す
ればミニッツに記載す
る。
・左記の最新状況につき
確認し、必要があれば
ミニッツに記載する。

・エジプト貿易セクター
の統計指標に基づく現
状及び、左記の現状に
つき確認し、必要があ
ればミニッツに記載す
る。

・調査期間中に現地 US-
AID、EEA 関係者より、
また可能であれば EU、
世銀より、当該セク
ターにおける活動状況
について情報収集を行
う。

・左記を確認し、ミニッツ
に記載した。

・左記を確認し、ミニッツ
に記載した。

・左記を確認し、ミニッツ
に記載した。

・USAID 及びEEA を訪問
し、意見交換を行った。
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対処方針

2．エジプトにお
ける貿易振興
関連機関の現
状（ 関 係 省
庁、他の機関
及び実施機関
の組織の調
査）

（1）貿易供給省

調査・協議結果エジプト側要請内容
現状及び問題点等

調査・協議項目

・EU、世銀は当該セクターに対して
は、協力を行っていないが、産業振
興分野を含めた援助の現状について
は情報収集の必要がある。

・エジプト貿易供給省（Minis t ry  of
Trade and Supply） は輸出振興策の
立案、推進に係る主管官庁である。

・特に EEA について、以
下の各項目に沿って、
概要を確認の上、本案
件とのデマケを確認・
協議し、その結果をミ
ニッツに記載する。
（1）組織の目的
（2）主な活動内容
（3）活動のターゲットグ
ループ

（4）人員、予算

・同省の組織図を入手の
上、同省の業務及び組
織における EEPC の位
置づけを確認し、ミ
ニッツに記載する。

・EEA の活動状況につい
ては、別添参照。

・調査団到着直後に発表
された内閣及び省庁改
編により、貿易政策は
経済省の管轄となり、
同省は経済貿易省（Min-
is t ry  of  Economy and
Foreign Trade）と改称
されたことを確認し、
同省の組織図を入手し、
ミニッツに添付した。
・これに伴い、EEPC を含
む複数の貿易関係機関
が貿易供給省から、経
済貿易省の管轄下へ移
管されたことを確認し
た。
・貿易供給省は、国内の商
取引を取りまとめるこ
とになり、供給・国内交
易省（Ministry of Sup-
ply and Internal Trade）
と改称された。
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対処方針

（2）EEPC

調査・協議結果エジプト側要請内容
現状及び問題点等

調査・協議項目

・振興策の実施機関としてエジプト輸
出振興センター（Egypt Export Pro-
motion Center： EEPC）がある。

・EEPC について、以下の
各項目に沿って現状を
確認し、可能な範囲で
ミニッツに記載する。
（1）組織の法的位置づけ
及び設立目的

（2）現在の主な活動内容
及びその状況（1995 ～
1998 年の活動実績を
含む）

・EEPC は 1979 年に大統
領令に基づき、旧経済
貿易省の傘下に設立さ
れた。1996 年の内閣改
編に伴い、貿易供給省
の管轄となったが、今
次内閣改編の結果、再
度経済貿易省に組み入
れられることとなった。
・EEPC の目的は 1992 年
の組織再編の際に制定
された法律第 22 号にお
いて、「世界市場におい
て、商品／サービスの
いかんにかかわらずエ
ジプトからの輸出を推
進、活性化させること」
とされている。
・EEPC の活動は主とし
て以下の 6 つに分類さ
れる。
（1）研究調査

輸出振興関連研究、
市場調査、商品研究、
マーケティング手法研
究等の実施

（2）情報提供
輸出業者と外国輸入
業者とのマッチメイキ
ング支援、貿易情報の
提 供 、図 書 ／ コ ン
ピューター室の運営

（3）技術移転
外国機関の協力を得
たセミナー／ワーク
ショップ／展示会等の
開催

（4）貿易ミッション派遣
等
外国へのエジプト輸
出業者の派遣、外国輸
入業者の受入れ、外国
における産業フェアの
開催

（5）研修
主として中小企業を
対象とした貿易実務に
関する研修コース、セ
ミナー、ワークショッ
プ等の企画運営
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対処方針 調査・協議結果エジプト側要請内容
現状及び問題点等

調査・協議項目

（3）人員配置（うち研修
担当者の配置）

（4）予算（1995-1999）

（6）梱包／包装
梱包、包装に関する
技術アドバイスの提
供、関連企業の紹介

・EEPC は総裁（現任はモ
ハメッド・ハムディ・サ
レム氏）を筆頭に、現在
約 160 名の職員を抱え
るが、うち 30 名は現在
休職中である。
・事業に関する最高意思
決定機関として理事会
（Board）があり、経済貿
易大臣が理事長（Chair-
man）を務める。理事会
は 20 名のメンバーによ
り構成され、半数は民
間企業関係者である。
会合は現在、年1 回程度
しか開催されていない
とのことであった。
・総裁の下に 3 つある次
長（undersecretary）ポ
ストのうち、総務・経理
担当及び情報・国際協
力担当は調査実施時に
は空席であった。
・次長の下には課長（Gen-
era l  Manager）ポスト
があるが、調査実施時
には、総務担当及び経
理担当課長ポストが空
席であった。
・EEPC における研修事
業の企画運営は事実上
1 名の研修担当によって
行われている。
・EEPC の予算は経済貿
易省を介さず、大蔵省
との直接折衝により決
定される。
・EEPC の予算は事業費
ごとに分かれてはおら
ず、3 つの「部門」（chap-
te r）から構成されてい
る。それぞれの目的は
以下のとおり。
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対処方針

（3）その他貿易
研修関連機関

調査・協議結果エジプト側要請内容
現状及び問題点等

調査・協議項目

・要請書によれば、EEPC にも研修部
門 （Training Dept.）が存在するが、
そこでは輸出プロセスに関する一般
的な研修コースのみが実施される。

・要請書によれば、新規に設立を予定
しているエジプト貿易研修センター
（FTTC）においては、特定企業の
マーケティング及び輸出部門幹部の
能力を向上させるための特定の研修
プログラム（pa r t i c u l a r  t r a i n i n g
program）の実施が想定されている。

・上記（2）のうち特に研修
コースの一覧、内容、対
象者、開催頻度等につ
いて調査するとともに、
E E P C における研修
ニーズの調査方法につ
いて聴取する。
・FTTC の事業目的、ター
ゲット・グループと、
EEPC 研修事業とのデ
マケ等を確認し、ミニッ
ツに記載する。

・以下の各項目について
確認し、可能な範囲で
ミニッツに記載する。
（1）官民を問わず、貿易
研修を実施している機
関の有無。

第 1 部門：人件費
第 2 部門：サービス＆
メンテナンス費（※事実
上の事業費）
第 3 部門：機材費
・予算案の検討承認は理
事会の付議事項となっ
ていない。予算に関す
る理事会報告も行われ
ない。
・EEPC 予算総額の推移
は以下のとおり。
1995/1996 170 万（LE）
1996/1997 160 万
1997/1998 220 万
1998/1999 300 万
1999/2000 310 万

・過去の研修事業実績及
び今年度の実施計画に
ついて、データの提出
を依頼した。資料の提
出がなされしだい、ミ
ニッツに添付する予定。

・エジプト側は EEPC で
の研修事業は FTTC 設
立後も継続する方針で
ある旨を説明。調査団
より、2 つの機関に分か
れて貿易振興の研修を
実施するのは非効率で
あり、1 機関にまとめて
実施すべきである旨提
言し、ミニッツに記載
した。

・経済貿易省の管轄下の
貿易関係機関で研修事
業を実施しているのは
EEPC が唯一である旨
を確認し、ミニッツに
記載した。
・ただし、他省庁の関係機
関及び民間団体につい
ては調査期間中には十
分な情報が得られなかっ
た。
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対処方針

3．要請プロジェ
クトの内容及
び現状

（1）案件名称

（2）責任者

1）総括責任者

2）実施責任者

調査・協議結果エジプト側要請内容
現状及び問題点等

調査・協議項目

・エジプト側要請書によれば、Techni-
cal Cooperation Project to Establish
Foreign Trade Training Center in
Arab Republic of Egypt

・現時点では不明。

・現時点では不明。

（2）EEPC も含め、同種の
機関が存在する場合の、
各機関の事業内容、及
び FTTC を新規設立し
なければならない理由。

・後述4 の（1）のフェーズ
分けの協力コンセプト
が合意される場合には、
相手側の体制整備が前
提 で あ る こ と か ら
Project for Foreign Trade
Training Center in Arab
Republic of Egypt とす
ることを提案し、合意
のうえ、ミニッツに記
載する。

・左記について確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記について確認し、ミ
ニッツに記載する。

・エジプト側より、FTTC
を別途設立する理由と
して以下の説明があっ
た。
（1）現EEPC は純粋な政
府機関であり、事業収
入は国庫返納が義務づ
けられているなど、事
業／予算の拡大におい
て制約が多く、活動に
も非効率的な部分があ
る。

（2）FTTC は経済貿易省
の監督下には置かれる
ものの、予算は政府予
算ではなく、貿易関連
機関からの拠出金及び
自己収入によって賄わ
れる予定である。

（3）これにより、FTTC
はその事業を効率的に
実施し、かつ柔軟に事
業内容を拡充すること
が可能となる。

・左記について合意し、ミ
ニッツに記載した。

・FTTC がいまだ設立さ
れておらず、主要人事
も未定であることから、
現時点では未定。
・FTTC がいまだ設立さ
れておらず、主要人事
も未定であることから、
現時点では未定。
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対処方針

（3）要請内容
1）プロジェク
トの上位目
標

2）プロジェク
トの目標

3）プロジェク
トの活動内
容

調査・協議結果エジプト側要請内容
現状及び問題点等

調査・協議項目

・1999 年 5 月にエジプト側より提出さ
れた要請書では以下が挙げられてい
る。
a）エジプト人貿易従事者の能力を
向上させることにより、エジプト
の輸出競争力を高める。
b）国際市場で貿易従事者が国内外
の変化に対応しつつ業績を向上さ
せる。
c）エジプトにおいて、輸出分野に
貢献できる能力のあるインストラ
クターを提供する。

・要請書では以下が挙げられている。
a）貿易業者の輸出業績改善及び能
力開発向上のための研修コースの
新規開設
b）国際市場において円滑に輸出振
興を行うことができる人材の育成
c）人的資源開発分野における国内
外での経験の修得
d）エジプトで実施中の研修コース
を担当する中堅インストラクター
の育成

e）効果的に輸出業務を管理するた
めの上級及び中堅幹部向けの研修
実施
f）企業に対して輸出の構造と一連
の手続きに係る実務研修の提供

・要請書では以下が挙げられている。

・1）～3）について、補足
説明があれば聴取する。

・以上については、今後追
加的に確認する必要が
ある。

・下記3）のa）を除き、エ
ジプト側から特段の追
加／補足等はなかった。

・当方より、貿易セクター
での過去の類似案件に
おける経験に照らし、
プロジェクトの目的は、
インストラクターその
ものの育成ではなく、
FTTC の研修企画運営
能力の強化に向けられ
るべきである旨コメン
トし、ミニッツに記載
した。

・当方より、プロジェクト
の目的や活動の詳細に
ついては、今後協議を
重ねて明確化していき
たい旨を述べ、ミニッ
ツに記載した。
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対処方針

（4）FTTC の実施
体制準備状況
の確認
1）ステアリン
グ・コミッ
ティ開催と
F T T C 設立
見通し

調査・協議結果エジプト側要請内容
現状及び問題点等

調査・協議項目

a）エジプトの輸出業績向上や貿易
実務能力向上のための集中貿易研
修プログラム（intens ive  expor t
t r a i n i ng  p r og r am）、セミナー、
ワークショップの実施 "

b）企業の国際競争力、生産性、効率
性の向上のための国内の研修ニー
ズの継続的調査・把握 "
c）FTTC スタッフ及び特定企業幹
部に対する日本研修の実施
d）プロジェクト目標達成に係る
様々な活動の実施 "

・1999 年 6 月にエジプト貿易研修セン
ター（Fo r e i g n  T r a d e  T r a i n i n g
Center： FTTC）の年間計画の承認
等にあたるエジプト側ステアリン
グ・コミッティーの設立に係る貿易
供給省令が出されている。

・要請書において使用され
ている研修用語（tra in -
ing program, seminar,
workshop）の定義と、想
定される具体的内容を
聴取する。

・左記について確認し、そ
の権限及び責務につい
て聴取し、必要があれ
ばミニッツに記載する。

・エジプト側より、以下の
説明があり、ミニッツ
に記載した。
（1）training program

5 ～10 日間、主とし
てこれから輸出を行お
うとする企業を対象
に、輸出業務全般を取
り扱うもの

（2）seminar
3～5日間、主として
企業の若手幹部を対象
とし、よりテーマを
絞った研修を行うもの

（3）workshop
通常は 1 日、技術者
を対象に、特定テーマ
の研修を行うもの

・左記について確認した
ほか、エジプト側より、
ステアリング・コミッ
ティは FTTC の最高意
思決定機関として、事
業、予算、主要人事等に
ついて議決権をもつ旨
の説明があった。
・ステアリング・コミッ
ティは経済貿易大臣を
議長として、14 名の委
員から構成される予定
であることを確認し、
ミニッツに予定メン
バーリストを添付した。
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対処方針

2）プロジェク
トサイト

調査・協議結果エジプト側要請内容
現状及び問題点等

調査・協議項目

・しかし、現時点ではステアリング・
コミッティの会合が召集されたとの
情報はない。

・プロジェクトサイトとしては、国際
見本市公団敷地内の建物の改修工事
を 1999 年 12 月までに終了させる旨
の貿易供給大臣書簡が、我が方在エ
ジプト大使宛に1999 年 7 月に接到し
ている。

・左記について、開催され
ていない場合は、その
理由及び開催予定並び
に予定議事内容を確認
し、ミニッツに記載す
る。

・FTTC の設立までの手
続き及び時期的見通し
を聴取の上、ミニッツ
に記載する。

・工事の進捗状況、改修ス
ケジュール及び完了予定
を確認し、最新のFTTC
施設平面図等を入手の
上、必要があればミ
ニッツに記載、添付す
る。また、今後毎月進捗
状況を同スケジュール
に写真を添えて事務所
経由にて報告するよう
申し入れ、ミニッツに
記載する。

・エジプト側より、第1 回
のステアリング・コミッ
ティ会合日程について
は決定していないが、
できる限り早く開催し
たいとの説明があり、
ミニッツに記載した。
同会合の開催日程、議
題等については、今後
フォローしていく必要
がある。
・エジプト側より、近日中
に FTTC 設立に関する
経済貿易省令が出され
る予定である旨の説明
があり、ミニッツに記
載した。ただし、省令発
出の具体的時期につい
ては未定の由であり、
今後フォローする必要
がある。

・改修工事については、1
階部分を除きほとんど
進捗していない。2、3 階
部分については最終的
なレイアウトも完成し
ていない。
・エジプト側によれば、施
工業者は決定している
が、改修の責任者であ
るGOIEF が内閣改編に
伴い経済貿易省に移管
されたため、工事予算
のディスバースが遅れ
ていることが工事が頓
挫している理由であり、
これが解決しだい、工
事を再開し、1999 年 12
月末までに改修は完了
する見込み。
・改修工事の進捗状況に
ついては、今後定期的
に確認していく必要が
ある。
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対処方針

3）FTTC への
人員配置

4）FTTC への
予算措置

調査・協議結果エジプト側要請内容
現状及び問題点等

調査・協議項目

・敷地面積は2,430m2 で、建物は 3 階
建てで延床面積は 2,802m2 が予定さ
れている。

・要請書によれば、FTTC のスタッフ
は総勢27 名が予定されている。内訳
は以下のとおり。
・Director （1）
・Manager of Technical Dept. （1）
・Planning and Designing （3）
・Marketing and Public Relations（4）
・Executing Training Programs（7）
・Manager of Fin. and Adm. （1）
・Financial and Administration（10）

・要請書によれば、FTTC の初年度の
予算総額は約 300 万エジプト・ポン
ド（約1 億2,000 万円）が想定されて
いる。

・左記について、以下の各
項目に沿って現状を確
認し、可能な範囲でミ
ニッツに記載する。
（1）最新の予定組織図、
人員構成

（2）所長（director）及び
他のスタッフの人選状
況及びそのスケジュー
ル

（3）人選の方法及びその
プロセス

（4）配置済み（決定済）
スタッフの個人データ
（氏名、年齢、FTTC で
の職位、職務内容、学
歴・資格、職歴等）

・左記について、以下の各
項目に沿って現状を確
認し、可能な範囲でミ
ニッツに記載する。

・現状について、以下のと
おり確認し、ミニッツ
に記載した。

（1）FTTC の最新の予定
組織図を確認し、ミ
ニッツに添付した。

（2）スタッフの人選は進
んでいない。エジプト
側は FTTC の人事は
最終的にはステアリン
グ・コミッティでの議
決事項であるとの説明
を繰り返した。

（3）当方より、少なくと
も所長、総務・経理担
当部長、研修事業担当
部長の3 人のキーパー
ソンについては決定を
急ぐべきであり、か
つ、民間の事情に通じ
た人材が望ましい旨提
言し、エジプト側の同
意を得た。

（4）エジプト側より、
キーパーソンの人選に
あたっては、ステアリ
ング・コミッティの下
に日本・エジプト合同
のタスクフォースを設
置して、協議すべきと
の提案があった。同タ
スクフォースについて
は、ステアリング・コ
ミッティ本会合との関
係や、開催時期等の詳
細は未定であり、今後
フォローする必要があ
る。

・現状について、以下のと
おり確認し、ミニッツ
に記載した。
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対処方針

5）FTTC の事
業計画

4．今次プロジェ
クトの実施に
係るコンセプ
ト案の提示と
今後のスケジュ
ールの確認

（1）フェーズ分
けコンセプト
案の提示

調査・協議結果エジプト側要請内容
現状及び問題点等

調査・協議項目

・出資者は以下のとおり。（各々 50 万
LE ずつ拠出）
・エジプト貿易開発銀行
・エジプト工業連盟
・商工会
・社会開発基金（SDF）
・貿易供給省
・研修料収入

・要請書によれば、FTTC では年間 24
の研修コースの実施が想定されてい
る。各コースは 20 時間で、15 ～ 20
名の参加者が想定されている。
・マーケティング
・ISO9000-14000、TQM
・商品開発
・輸出価格
・国際展示会
・輸出計画
・電子商取引
・マーケティング・サービス
・輸出ドキュメンテーション
・交渉
・コミュニケーション
・外国市場における流通チャンネル

（1）1999 ／2000 年度の
予算及び実際の措置状
況

（2）予算要求・決定のプ
ロセス

（3）機材調達

・左記の根拠となるニー
ズ調査の実施有無を確
認するとともに、優先
度等を聴取する。

（1）エジプト側より、エ
ジプト貿易開発銀行か
らは50 万LE の拠出に
ついて確約を得ている
旨の説明があった。

（2）また、先方よりFTTC
予算については、総
務・経理担当部長が毎
年各出資者と次年度の
拠出金について折衝を
行う旨の説明があっ
た。

・拠出金の確保状況につ
いては、今後適宜フォ
ローする必要がある。

・エジプト側よりニーズ
調査は実施されている
旨の発言はあったが、
実施形態、実施頻度、結
果等の詳細については、
調査期間中には情報を
得られなかった。今後
追加的に調査を行う必
要がある。
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対処方針

1）コンセプト
案について
の合意確認

2）第1 フェー
ズにおける
協力内容

調査・協議結果エジプト側要請内容
現状及び問題点等

調査・協議項目

・エジプト側実施体制、研修のター
ゲット・グループ、ニーズ等が未確
定である現状にかんがみ、本格的な
技術移転の実施に先立ち、研修・セ
ミナーを行いつつ、ニーズの確認と
エジプト側実施体制の構築に対する
支援を行う 1 ～ 2 年程度のプロジェ
クト方式技術協力（第1 フェーズ）か
ら着手することが、現実的である。

・第 1 フェーズ実施のための前提条件
は以下のとおり。
a）第1 フェーズから第2 フェーズに
至る段階的なアプローチをエジプ
ト側が了解すること
b）エジプト側による運営経費の確
保が確認されること
c）エジプト側 C/P の配置が確認さ
れること
d）プロジェクト・サイトの改修が
終了し、使用可能な状態になるこ
と
e）専門家配置のための人的物的支
援がなされること（執務スペース
の確保、秘書の配置、事務機器の
提供等）
f）エジプト側ステアリング・コミッ
ティーが開催され、機能し、日本
人専門家を含む日本人関係者が参
加し、発言できること

・第1 フェーズ（協力期間1 ～2 年）に
おいては、以下の協力内容を想定し
ている。
a）事業ニーズの把握及び緊急の
ニーズへの対応
・トライアル・セミナー／研修
コースの実施（含む業務量分析）
・研修ニーズ調査
b）FTTC の事業計画（案）の検討・
作成（含む業務量分析）
c）FTTC の組織・運営体制（案）の
検討・作成

・左記フェーズ分けコン
セプトについて別添ミ
ニッツ・Annex 3 に基づ
き説明し、協議の上、特
に、第1 フェーズを実施
するための前提条件及
び、第1 フェーズから第
2 フェーズを実施するた
めの前提条件がそれぞ
れ満たされた場合に
フェーズが進行するこ
とにつき確認し、合意
の上、ミニッツに記載
する。
・なお、エジプト側の計画
する FTTC が有効かつ
持続可能な貿易研修
サービスを提供する機
関となるには、具体的
なニーズとターゲット
グループが明確であり、
必要な組織体制と活動
内容が確定しており、
それに必要な予算、人
員等の措置がなされる
ことが不可欠であるこ
とを説明し、合意を得
る。

・左記のうち、特に a）の
緊急ニーズにつき聴取
する。
・左記内容については、
ニーズに係るエジプト
側からの提供情報の内
容並びに FTTC の組織
体制の整備状況により、
エジプト側の努力が見
られれば、より柔軟に
検討する可能性がある
ことを説明する。

・左記コンセプト案につ
いて説明し、エジプト
側と合意し、ミニッツ
に記載した。

・左記前提条件について
説明し、エジプト側と
合意し、ミニッツに記
載した。

・左記につき適宜説明し、
エジプト側の合意を得、
ミニッツに記載した。
・緊急ニーズについては
今次調査期間中にはエ
ジプト側から明確な回
答は得られなかった。
今後追加的に調査する
必要がある。
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対処方針

3）第1 フェー
ズにおける
日本側の投
入

（2）今後のスケ
ジュールの確
認
1）個別専門家
の派遣

2）個別専門家
の派遣の前
提条件

調査・協議結果エジプト側要請内容
現状及び問題点等

調査・協議項目

・第 1 フェーズにおける日本側の投入
は以下を想定している。
a）専門家派遣
　・長期専門家
　・短期専門家
b）研修員受入れ
c）機材供与
（トライアル・セミナー／研修
コース実施に必要なAV 機器等、
必要最低限の機材）

・今次調査団派遣前にエジプト側から
十分な情報提供がなかったことから、
第 1 フェーズの協力内容の詳細等に
ついては、今年度より 1 年間の予定
で派遣する長期個別専門家により補
足情報収集の上、エジプト側と協議
し、案を策定していく必要がある。
・個別専門家のTOR としては、以下が
想定されている。
a）第 1 フェーズ実施前提条件整備
状況の確認、エジプト側へのアド
バイス
b）トライアル・セミナー／研修
コースのテーマ及び内容案の検討
c）機材計画準備

・個別専門家を派遣する際には、過去
の教訓から、EEPC において以下の
前提条件が満たされる必要がある。
a）電話の配備された適切な執務ス
ペースの確保
b）適切な C/P の配置
c）秘書等の支援スタッフの配置

・左記につき、エジプト側
の基本合意を得る。

・左記についてエジプト
側に説明するとともに、
下記 2）の条件が満たさ
れしだい、派遣時期を
確定する旨を説明し、
理解を得てミニッツに
記載する。
・左記について説明し、ミ
ニッツに記載する。

・左記の各要件について、
現状を確認するととも
に、11 月第2 週を目処に
準備を整えるようエジ
プト側に申し入れ、具
体的な証拠（執務スペー
スの写真、具体的なC/P
名とその職位及び配置
日の提示等）をもって日
本側に連絡するよう依
頼する。

・左記につき適宜説明し、
エジプト側の合意を得、
ミニッツに記載した。

・エジプト側より、車輌の
供与について、繰り返
し強い要請があり、ミ
ニッツに記載した。

・左記につき、個別の長期
専門家として、乾文男
氏を派遣する方向で検
討している旨を説明し、
エジプト側の合意を得、
ミニッツに記載した。

・左記につき説明し、エジ
プト側の合意を得、ミ
ニッツに記載した。

・現状について、以下のと
おり確認し、ミニッツ
に記載した。
（1）執務室となる部屋を
確認した。

（2）C/P は国際協力担当
課長のアリ・アブデ
ル・ハミド氏となるこ
とを確認した。

（3）エジプト側より、専
用の支援要員を確保す
る用意がある旨の発言
があった。

・執務室の準備状況、支援
要員の確保状況等につ
いては、適宜確認する
必要がある。
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対処方針

3）実施協議調
査団の派遣

5．その他
（1）閣僚人事の
動向

調査・協議結果エジプト側要請内容
現状及び問題点等

調査・協議項目

・個別専門家の派遣を通じ、第 1
フェーズ内容の詳細について案が策
定され、上記4（1）1）の第 1 フェー
ズ実施のための前提条件の達成がお
おむね確認された段階で実施協議調
査団を派遣し、第 1 フェーズに係る
R/D を締結する。
・必要があれば、短期調査員を派遣し、
個別専門家業務の促進を図るととも
に、実施協議調査団の派遣時期の目
途を確認する。

・9 月 25 日に大統領選挙が行われ、ム
バラク大統領が再選されたのに伴い、
閣僚人事の改編が検討されている。

・左記について説明し、ミ
ニッツに記載する。

・左記の現状、特に貿易供
給大臣以下幹部（EEPC
含む）の人事動向を確認
する。

・左記につき説明し、ミ
ニッツに記載した。

・左記につき適宜説明し
た。

・新内閣の構成について
確認し、またEEPC が経
済貿易省に移管された
ことを確認した。
・経済貿易大臣はユスフ・
ブトロス＝ガリ氏。ガ
リ大臣には直接面会し、
（1）フェーズ分けコンセ
プト案、（2）FTTC の
キーパーソンの選定、
（3）個別専門家の受入
れ、について合意を得
た。この結果について
大臣発調査団長宛書簡
が発出され、ミニッツ
に添付した。
・EEPC のハムディ・サレ
ム総裁は今次内閣改編
後も現職にとどまるこ
とを確認した。
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第 3 章　調査団所見

1．今次調査団が本案件の最初の調査団派遣であったことにより、調査すべき事項が広範なものと

なった。加えて、エジプトの内閣改造時期と重なったこと、EEPC において、過去に我が方との

本格的な協力の経験がないこと及び、時間的な制約等により、当初予定した全ての事項について

把握するには至らなかったが、当方の考え方について先方の一定の理解を得られ、先方の事情に

ついてはある程度把握できたと思われる。

2．エジプトにおいては我が国と異なるトップダウンによる意思決定が一般的であるところ、短時

間ではあったが、ブトロス・ガリ経済貿易省大臣と面談し、「フェーズ分け」コンセプトの当方

の基本構想、FTTC 幹部人事の早期決定、及び民間セクターに通暁した人材の選出について、同

大臣の全面的な賛同を得られたことは、今後本案件の具体的な協力内容を詰めるうえで、その基

礎となるものと思われる。

3．今回 EEPC の研修分野における過去の実績につき把握に努めたが、明確な回答を得ることがで

きなかった。推測ではあるが、必ずしも年間計画に基づくシステマティックな研修の実施は行わ

れていないと考えるのが安全である。

4．したがって、FTTC 設立以降研修ニーズの把握、研修計画の策定、講師リソースの調査、研修

手法等、すべての分野において当方の協力を必要とすることになると思われる。

5．そのためには先方の幹部人選に注意を払うとともに、当方専門家についても民間及び貿易分野

の研修事業に通暁し、必要に応じ、ステアリング・コミッティの議長ともなる経済貿易大臣に直

言できる体制及び人選が必要となろう。

6．また、協力計画の策定にあたっては、可能な限り柔軟性をもたせ、先方の体制整備に対し、側

面より助言しつつ、体制の整った範囲において事業実施に対し協力することが肝要と思われる。

7．なお、エジプトにおいてODA トップドナーである米国が、USAID を通し、1999 年中に民間

輸出向上と、競争力向上のために 990 万ドルの無償援助に合意している由であり、今後の米国の

活動内容を調査する必要が認められる。



付　属　資　料

1. エジプト・アラブ共和国貿易振興機関関連の現状

2. ミニッツ

3. エジプト・アラブ共和国政府新内閣の閣僚

4. ブトロス・ガリ経済貿易大臣との会見

5. Egyptian Exporters Association （EEA）訪問メモ
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1．エジプト・アラブ共和国貿易振興機関関連の現状

エジプト貿易振興機関関連の現状

（1）経済貿易省

エジプト貿易研修センター・プロジェクトのエジプト側の当面のカウンターパートである

エジプト輸出振興センター（以下 EEPC と略）は、1999 年 10 月 11 日のオベイド新内閣の発

足と機構改革により、従来の貿易供給省から経済貿易省の管轄下に移った。貿易供給省の貿

易部門及び所管の貿易関連政府機関もすべて経済貿易省に移管されたことになる。貿易部門

がはずれた供給省は供給国内取引省として、国内取引だけを所管する省となった。

経済貿易省の所管事項は、経済金融政策、輸出入管理、輸出振興、輸出保険、投資促進であ

り、EEPC のほかに次のような諸機関の所管官庁となっている。

・エジプト中央銀行金融公社

・エジプト輸出保険公社

・エジプト保険管理公団

・総投資フリーゾーン公団

・資本市場公団

・輸出入管理公団

・国際見本市公団

・原綿検査管理公団

・最高保険審議会

・保険業務会（Technical Assembly for Insurance）

新内閣では元国際協力相のガリ氏が大臣に任命されている。

（2）EEPC（エジプト輸出振興センター）

1997 年大統領令475 号に基づき設立された100％の政府金融機関。定員は161 名だが、リー

ブ中のものを除くと 130 人となっている。年間予算は、ある調査によると 170 万エジプト・ポ

ンドで、職員の給与が半分を占めているといわれている。

組織としては、経済貿易大臣を会長とし、理事会（21 名）が運営にあたる。その下に総裁

（1999 年 10 月現在はハムディ・サレム氏）と次長（同アクル氏）がおり、以下、総務、情報・

協力、調査の各部がある。EEPC の組織図は 26 ページのとおり。主な業務は、市場調査、情

報提供、展示・ミッション派遣、研修、国際機関や援助国との協力事業などである。

EEPC のサービスの対象は約 2,500 社のエジプトの輸出業者であるが、輸出振興の「実」は

あまりあがっていないとされる。今回の事前調査団との協議の場においても、貿易研修セン
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ターを半官半民の組織としたい理由として「EEPC は 100％の政府機関であるため、予算的、

人的、制度的制約が極めて大きい。したがって貿易研修センターは財政的に政府から独立し

た組織としたい」と EEPC 高官（アクル次長）が述べていた。ジェトロ・カイロ・センターで

も輸出振興（日本の輸入振興）事業のカウンターパートとして、2 年程前から、EEPC からEEA

－ ExpoLink（後述）に切り替えているとのことであった。

なお、貿易研修は行っているものの、輸出業者に本当に役立つ研修を行っている気配は感

じられなかった。

（3）国際見本市公社（以下、GOIEF と略）

経済貿易省所管の公社で 1956 年に設立された。カイロ東部のナセル・シティーに広大な見

本市会場を有し、大小多数の展示館（延べ 5 万 5,000 平米）と屋外展示場（4 万 7,000 平米）よ

り成る。従業員数は 50 人ほどのガードマンを含む 533 人である（1998 年 9 月末現在）。

組織は国内見本市部門と海外見本市部門に分かれ、国内見本市部門の例としては、カイロ

国際見本市がある。これは約 1,900 社の出品（うち国内業者はおよそ 900 社）を集める中東最

大の見本市である。この見本市会場で毎年開催している。そのほかでは、EXPO 輸出見本市

が知られており、エジプト企業のみを対象に 3 年ごとに開催している。1995 年 10 月の同見本

市には 350 社の出品があった。これらとは別に、業種を絞った専門見本市も主催しており、

これまでの実績としては、家具、カーペット、ハンディクラフト、スポーツ用品、ガーメント、

皮革製品、玩具などがある。

海外では年間 25 件ほどの国際見本市や展示会に参加しており、国際競争力のあるエジプト

企業を選りすぐって、費用の 75％を補助している。

（4）EEA － ExpoLink

1992 年 3 月にUSAID の資金協力により設立された貿易開発センター（TDC）を基盤とし、

1997 年10 月に設立されたEEA（エジプト輸出協会）に統合され、1998 年からEEA －ExpoLink

という名称で活動している純粋民間機関である。

事前調査団は10 月 14 日にN.T. ファユーミ専務理事と面談し、USAID との関係、活動内容、

同協会が実施している貿易研修について事情聴取するとともに、同協会の施設の見学を行っ

た。

USAID の豊富な資金の供与を受けて、エジプト輸出業者のあらゆる情報をインプットし、業

者のニーズに合わせて、調査、展示、ビジネスマッチングなどで徹底したサービスを行って

いる。輸出業者への貿易研修については、中間マネージメントや従業員への研修を中心とし

ているようである。業種としては、衣服、加工食品、家具、履物、革製品、コンピューター・
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ソフトウェアの 5 分野に注力している。本機関設立にあたっては、そのコンセプトをはじめ

として、運営方法、キーパーソンの選定等で、USAID は綿密な詰めをエジプト側と行ったも

ようである。しかし、EEA の運営が軌道に乗るに伴って、エジプト側に運営をまかせている。

この意味で、今後の活動については、USAID の資金援助が続けられるかどうかが大きい。

（5）その他の貿易振興機関等

上述以外の貿易振興機関としては、EEPC によると、次のものがある。

Commercial 
Representation

経済貿易省在外公館に勤務している商務官。海外情報収集の最
前線

General Organ for 
Export & Import 
Control

〃
輸出入管理公団

Foreign Trade 
Sector

〃
タイピングなど法制面を管理する経済貿易省の一部
門

Internatinal 
Trade Point

〃
UNCTADの援助で設立された情報サービスの“one 
stop shop”。経済貿易省の一部門

Export Development 
Bank of  Egypt 
(EDBE)

〃
1985年に設立された半官半民の輸出信用銀行
従業員数は約500人

Commercial 
Representation

民間�青年実業家を中心とする民間の輸出組合�

機　関　名� 所　管�内　容　説　明�

（注）これらの機関では貿易研修機能はもっていないもようである。�
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4．ブトロス・ガリ経済貿易大臣との会見

1　エスフ・プトロス・ガリ経済貿易大臣との会見

場　所：経済貿易省

日　時：1999 年 10 月 16 日　14：00 ～ 14：15

出席者：人数制限により、当方は橋本団長、高多部長、穂積、佐藤 JICA エジプト事務所員のみ

出席。先方はエルブース補佐官、ハリール第一次官、サレム EEPC 総裁他が同席。

（1）橋本団長より、調査団の目的を紹介した後、以下のとおり発言。

○本件プロジェクトはムバラク大統領、オベイド新首相等の関心が高く、失敗が許されない。

したがって、慎重にかつ着実に物事を進めるのが良いと考えており、2 つのフェーズに分け

て進めることを、ご了承いただきたい。

○ FTTC については、所長、総務・経理担当部長、及び研修担当部長の 3 人がキーパーソン

であり、ステアリング・コミッティを早急に開催してこれらの人選を急いで頂ければあり

がたい。その際、民間セクターの事情に通暁した資質の高い人物をお選びいただくことが

肝要と思料する。

○また、今後実施協議調査団の派遣に向け準備を進めていくこととなるが、これに先駆けて、

長期の個別専門家を派遣したいと考えている。今日は同席できなかったが、今次調査団に

同行している乾氏が派遣される予定であるので、ご協力願いたい。

（2）ガリ大臣の応答は以下の通り。

○フェーズ分けで本件を実施することは了解した。全く問題はない。慎重に進めるのが日本

人のやり方なのは十分に理解している。

○ステアリング・コミッティについては可及的速やかに開催することとしたい。日本人関係

者の方にご出席いただくのはもちろん問題ない。キーパーソンについて、民間の事情に明

るい人を選ぶべきというのは了解した。これは、ステアリング・コミッティの下に日・エ

合同のタスク・フォースを設置し、そこで検討していただきたい。

○乾氏をいつでも専門家として歓迎する用意がある。自分名の書簡を出すこととしたい。

（3）高多部長より、以下のとおり発言。

○本年 4 月に畠山 JETRO 理事長が当時のオベイド公営企業大臣と会見した際、先方からエジ

プト版の JETRO を作りたいので協力して欲しいとの話があった。

○今回自分はオベイド首相（前公営企業大臣）に表敬する機会があり、その際、エジプト版
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JETRO の半紙と、この FTTC の話は別々に考えてよいかとお尋ねしたところ、首相は「エ

ジプト版 JETRO は将来的な話であり、当面は FTTC のプロジェクトを確実に進めて欲し

い」と述べられていた。

○本件については、貴大臣も首相と同じお考えと考えてよろしいかと確認したところ、ガリ

大臣は、自分とオベイド首相は貿易振興に過去 15 年間一緒に携わってきており、同じ考え

を共有するものである旨応答した。

2　EEPC における協議

（1）ガリ大臣書簡案

○上記会見を踏まえ、ガリ大臣発橋本団長宛書簡の文案を協議し、以下の 3 点について、ガ

リ大臣が承認する形とした。

・「フェーズ分け」コンセプト案の承認

・個別専門家の受け入れ

・FTTC のキーパーソン 3 人に関し、民間セクターに通暁した人材の選出

（2）FTTC と EEPC の研修事業のデマケ

○ FTTC 設立後、EEPC の研修事業を FTTC へ移管するとの前回協議での EEPC 研修担当者

の発言を確認したところ、個人的にはいずれそうなるべきだと思うが、当面は EEPC は任

意のセクターに特化しない、共通的なテーマの研修を行うのに対し、FTTC においては、各

セクターごとに特化した内容の研修を実施すると考える旨の発言があった。

○当方より、EEPC と FTTC で研修事業を分割するのは非効率的である旨を指摘した。

（3）EEA

○また、EEA における意見交換の内容をEEPC 側に適宜紹介し、EEA と FTTC のデマケをど

うつけるかを考えるべきである旨コメントした。
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Egyptian Exporters Association （EEA） 訪問メモ

エジプト貿易研修センター計画事前調査団

乾　文男

1. 訪問日時

1999 年10 月14 日13：30 ～16：00

2. 一般的印象

こざっぱりとした 4 階建てのビルを賃借して事務局を置いている。専務理事の Nagui T. El-

Fayoumi 氏と国際協力専門家のNermeen Abou Gazia 女史から話を聞いた。これに先立ち、橋本

団長から当方のプロジェクトの概要を説明し、受益者としてEEA も入ると思うがどうかと尋ねた。

Fayoumi 専務理事はエジプト人だが、長い間USAID の幹部だった人で、流暢な英語でEEA の

活動を紹介していたが、およそ考えられるあらゆる輸出振興活動を活発かつ効率的に実施してい

ると言わんばかりであった。

全体としてUSAID の豊富な資金力にものを言わせて、調査、情報提供、展示会参加、ビジネス

マッチング等々を効率的かつ機動的に実施しており、コンピューターの活用を含め、申し分のな

い活動を展開しているようであった。「ここはエジプトではなく、アメリカそのものだ。」というの

が、団長含め我々の印象であった。

3. 我が方のプロジェクトとの関係

（1）Fayoumi 専務理事の話が本当にそのとおり行われており、輸出業者が十分満足していると

すれば、我々のプロジェクトは必要なくなるのではないかとさえ思えるものの、実際に受益

者である輸出業者の意見を聞き、プロジェクトのフェーズ 1 を実施して、その反響を調べる必

要性があると考えられる。

（2）プロジェクトが EEA と連携を模索する場合、EEA 側からは「資金だけ提供してくれれば、

他は全て自分たちで実施できる」という意見が出る可能性がある。

（3）プロジェクトのエジプト側要請書において、EEA も多くの受益者の一つに数えられている

と述べたところ、Fayoumi 専務理事は、本件に関し EEPC からは特に情報は得ていないと発

言した。

（4）また、FTTC のステアリング・コミッティーの構成を示したところ、同専務理事は「全て政

府ないし半政府機関であって、彼らを相手にして良い仕事はできない。民間のニーズに基づ

いて事業を進めるのでなければ、効果は挙がらないだろう」という意見であった。
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